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１． 実施方針 

1-1． 市場化テスト導入にあたっての基本的な考え方 

  ①本計画案における市場化テストの導入手法 
 公共サービス改革基本方針改定の閣議決定（平成 19 年 12 月 24 日）に基づき、平成

20 年 1 月 17 日内閣府ＨＰで公表された官民競争入札等が可能な業務の範囲の中で、

本計画案の対象とする保険年金窓口業務については、市町村の適正な管理のもとにお

いて、申請の受付、文書の引渡しに加え、台帳への記載、証明書の作成等に関する業

務を、公共サービス改革法に基づかなくても、地方公共団体の条例、規則等で手続き

を規定することにより、地方公共団体の判断で市場化テストの導入が可能と整理され

たところである。 
 

②民間の創意工夫の最大活用 
民間ノウハウによる創意工夫を最大限活用する観点から、民間委託に法的な制約が

ある部分を除いた業務範囲について、その業務遂行の在り方や実現の手法に関しては、

受託者となる民間事業者の提案と裁量に委ねる方針とする。その際、受託者は受託し

た業務について、行政側の承認を得た上でその手順等を変更できるものとする。また、

業務の遂行過程において課題や障害等の改善すべき内容を認知した場合には積極的に

改善提案を行うものとし、また行政側も提案を受けた具体的内容についてはこれを真

摯に検討の上で適応の可否を判断し、より良質な公共サービスの実現に努めるものと

する。 
 

  ③行政責任の堅持 
   市場化テストの導入によって、受託者となる民間事業者が契約上の業務遂行責任を

負うことになるとはいえ、事業の民営化とは異なり、事業の実施主体が従来どおり行

政側にあることに変わりはない。民間活力の活用後も行政責任が全うされるよう、受

託者の選考過程、定期的なモニタリングによるサービス水準の評価、個人情報の保護

など、行政主体者としての管理を十分に行うとともに、民間事業者の円滑な業務執行

のための必要な措置を講じるものとする。 
 

1-2． 対象業務 

   本計画における市場化テストの対象業務は以下の通りとする。 
 
  ＜各区保険年金課にて実施している下記業務＞ 

① 国民健康保険関係の各種届出書、申請書の受付及び被保険者証の交付に関連する各

種業務 
・ 各種届出書、申請書の受付 
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・ 被保険者台帳等への入力、記載に関する業務 
・ 被保険者証の作成に関する業務 
・ 被保険者証等の引渡し業務 
・ その他、事実上の行為または補助的業務 

② 国民年金被保険者証の資格の取得及び喪失並びに種別の変更に関する事項、氏名及

び住所変更に関する事項の届出の受理に関連する業務 
・ 届出書の受付に関する業務 
・ 受付処理簿の入力、記載に関する業務 
・ 届出書の報告、送付に関する業務 
・ その他、事実上の行為または補助的業務 

③ 老人医療関係の各種届出書、申請書の受付及び受給者証等の交付に関連する業務 
・ 各種届出書、申請書の受付 
・ 受給者台帳等への入力、記載に関する業務 
・ 受給者証等の作成に関する業務 
・ 受給者証等の引渡し業務 
・ その他、事実上の行為または補助的業務 

 
  本導入計画案においては、民間活用によるサービス改善効果及びコスト削減効果を考

慮した結果、それぞれの業務についての分割は行わず、一体的な窓口業務として取りま

とめ、市場化テスト導入の契約単位と定める。 
 
 

 
「２．実施要項」以降については、各地方公共団体の判断により定めていくものであるが、堺市

の事例を基に、以下参考までに例示する。  

 
 
 
 

２． 実施要項 

2-1． 対象業務受託者の選定方法 

  対象とする業務の受託者を選定する手法として、民間事業者からの提案内容の質と

価格を総合的に評価する「総合評価落札方式」を採用する。また、サービスの質をよ

り適正に評価するためには、評価点への入札価格の寄与度が大きくなる「除算方式（総

合評価点＝技術点／入札価格）」ではなく、「加算方式（総合評価点＝技術点+価格点）」

を採用し、技術点の配分を高くする手法が望ましい。 
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 ○除算方式 
   総合評価点 ＝ 技術点／予定価格 
 ○加算方式 
   総合評価点 ＝ 技術点＋価格点 

・技術点と価格点の配分例 
技術点の配分：価格点の配分 ＝ １～３程度 ： １ 

・価格点の評価方法例 
     価格点 ＝ 価格点の配分×（１－入札価格／予定価格）  
 
2-2． リスクマネジメント 

 市場化テスト導入時に想定される主なリスクへの対応措置を、以下の通り講じるもの

とする。 
① 受託者への業務ノウハウの引継ぎ 

市場化テストの導入時において、受託者となる民間事業者に現行のサービスレベ

ルを満たすためのノウハウが民間事業者の参入障壁となる、或いは個々の業務実施

者のスキルレベルが要求水準を満たせないというリスクを回避すべく、現在、職員

が持つ業務ノウハウを円滑に引き継ぐための事前措置を講じる。具体的な方策とし

て、次の 3 点を挙げる。 
 

ア．業務標準化の実施 
現状において対象業務は個々の職員のスキルや経験に負うところが大きく、そ

のノウハウや業務の判断基準等が極めて属人化している状況にある。こうした

個々の経験知を形式知化するマニュアルの策定等、人に因らない効率的な業務遂

行とノウハウの継承を目的とした業務標準化作業を、市場化テスト導入前に実施

する。 
イ．対象業務のノウハウを持つ退職者及び退職予定者の確保 

これまでの市場化テストモデル事業や民間のアウトソーシング市場において、

受託予定事業者による業務引き受けの際には、過去に対象業務に従事した経験の

ある OB 職員が受託事業者に出向または再雇用されることでノウハウ継承とサー

ビスレベル維持のための中継ぎ役として多大な貢献した事例が多い。今回の市場

化テスト導入においても、貴重な経験とノウハウと有する退職者及び退職予定者

が、自らの意志に基づいて受託事業者の下で引き続き対象業務に従事できるよう、

受託予定者と十分な協力を行うこととする。 
ウ．契約履行前の事前準備 

競争入札によって契約を締結することが決定した受託予定者が、契約履行前に

業務の引継ぎや研修等の事前準備を円滑に進めることができるよう、行政側は最
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大限の協力を行うものとする。なお、契約履行前の事前準備にかかる費用につい

ては、受託予定者にて負担するものとする。 
 

② 行政側の業務ノウハウ逸失の予防 
市場化テストによって民間事業者への業務委託が進んだ場合、職員が長期継続的

に実務に携わらないことで業務ノウハウを逸してしまうことは好ましくなく、また

行政責任の堅持という実施方針にもそぐわない。こうした事態を避けるためにも、

まずは上記①-アによる業務標準化を実施することで業務を整理し、これまでのス

キルやノウハウの形式知化を行う。また、受託者への業務委託後も、決裁権者を兼

ねた行政側の管理担当を置くこととし、現場の不測の事態に対して適切な対応を取

れる体制は維持する（ただし委託業務の完遂責任はあくまで受託者側にあり、行政

側管理担当者による各業務従事者への直接の指示・命令は行わない）。加えて、業

務内容の変更が必要な制度改変については職員によって周知徹底を行い、受託者へ

の説明責任を果たすものとする。 
 

③ 受託者の業務撤退及び入札不調時の対応 
民間事業者への業務委託後、契約履行途中において経営状況やその他不測の事態

によって受託者が当該業務を継続できなくなったり、あるいは事業から撤退したり

することも想定される。その際、公共サービスの継続的な運営を確保すべく、速や

かに代替事業者の選考を実施するほか、経過措置として労働者派遣の活用や、受託

者の下で業務に従事している者の短期臨時採用等、人員及び体制の確保のための必

要措置を講じるものとする。 
 

④ 個人情報の保護 
対象業務では、世帯の収入状況や年金の納付状況等の個人情報を扱うことが多く、

こうした個人情報の保護については特に厳密に対処しなければならない。 
このため、個人情報保護条例の規定に受託した民間事業者及びその従業員を追加

し、罰則規定の対象とするなどの整備を行う必要があるほか、平成 20 年 1 月 17
日に内閣府HPで公開された通知の中で定められている個人情報の保護に関する事

項に留意することにより実効性のある対応が可能となる。 
 

⑤ 不当な価格設定による公正な競争環境阻害の防止 
行政側が参加しない民間競争入札を行うにあたっては、地方自治法施行令第百六

十七条の 10 第 2 項に規定する最低制限価格の設定については、民間の創意工夫の

最大活用という実施方針には基本的には合致しないため、当初においては導入しな

い。ただし、明らかに不当な価格設定によって公正な競争環境が阻害されると懸念
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される場合も考えられるので、入札時点で後述の第三者機関による質と価格の両面

における評価を厳格に行うことにより、不当な価格設定を防止し、公正な競争環境

の確保に努めるものとする。 
 
2-3． 公共サービスの質の設定 

公共サービスの質の設定においては、まず、対象となる公共サービスの政策目的を

明確にし、従来の実施における目的の達成の程度とこれに要する費用を正確に把握し、

望ましい費用対効果や社会経済環境の変化にも留意しつつ、確保すべき質について検

証し設定をする。設定にあたっては、供給者（発注者）の視点と受益者（利用者）の

視点の両面から検討するとともに、民間事業者の創意工夫が最大限発揮されるよう、

仕様の特定は最小限にする。また、政策目的を具体化し、サービスの質を適切に表す

指標を用いて、出来る限り定量的に規定することが望ましい。 
契約時においては、受託者からの提案で具体化された質の内容をも取り入れる形で、

受託者と協議の上で、確保すべきサービス水準についての合意事項として SLA（サー

ビスレベルアグリーメント）を策定し、契約に付帯する。 
事業実施期間中においては、SLA に記載された質が確保されているかについて、定

期的なモニタリングを行う。なお、設定された質の中において政策目的に照らし合わ

せ特に重視すべき質を、重要成果指標 KPI（Key Performance Indicators）として設

定し、これを中心に重点的なモニタリングを行うことは有効な手法である。 
 

＜「質の設定」にかかる候補例＞ 
① 供給者からみたサービスの質 

定量的評価 
サービス供給力に関する定量指標 
・窓口開設時間 
・申請等の処理件数 
・電話での相談処理件数 

サービスの正確さに関する定量指標 
・システムの誤入力率 
・各種通知の誤引渡し率 

  定性的評価 
    サービスの供給力に関する定性的指標 
     ・個人情報保護に関する厳正な対応 
    サービスの正確さに関する定性的指標 
     ・申請書等の適正な受付及び引き渡し 
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② 受益者からみたサービスの質 
定量的評価 

利用者満足に関する定量指標 
・窓口利用者の待ち時間、又は待ち時間削減率 
・クレーム発生率 

定性的評価 
利用者満足に関する定性的指標 
・窓口利用者への対応の丁寧さ（ホスピタリティのレベル） 
・窓口利用者への対応の的確さ 
・窓口利用者の総合的な満足度 

 
2-4． 想定実施コスト 

  別途、対象業務に関するコスト分析及び民間ベンチマーキングの結果に基づき、そ

れぞれの業務ごとの年間実施コストは以下のとおり想定される。なお、実施時期の予

算等の状況を踏まえて、今後必要な精査を行うものとする。 
 

想定実施コスト ＝ 
 ¥3,350,000（人口 1 万人当たりの単位実施コスト） × 市町村人口／10,000 

 
2-5． 競争参加資格 

  競争入札への参加に関する欠格要件は、地方自治法施行令第百六十七条 4 の規定に

該当しないものであることに加え、公共サービス改革法第十条の規定に則るものとす

る。 
 

2-6． 選考評価基準案 

総合評価落札方式での技術点に関する評価項目（素案）を以下のとおり提示する。

なお、より詳細な基準と配点等は対象業務ごとに入札実施要項において定める。 
 
① 提案内容全般についての評価 
ア．業務目的、社会的位置付けへの理解度 
イ．地域行政の特性に関する理解度 

② 実施体制についての評価 
ア．経営状況 
イ．実施体制（体制規模、従事者のスキル、管理・支援体制、行政との連携体制） 
ウ．管理手法 
エ．実施スケジュール 
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オ．教育・研修体制 
カ．類似業務の実績 

③ 業務運営についての評価 
ア．サービス品質の維持向上のための業務改善策 
イ．コスト削減のための業務改善策 
ウ．個人情報保護等のセキュリティ対策 
エ．継続的な業務改善の視点 
オ．契約完了時の業務引継ぎ策 
カ．その他リスクマネジメント 

 
  また、総合評価落札方式での入札実施に当たり、評価基準については地方自治法施

行令第百六十七条の 10 の 2 第 5 項の規定により事前に公開を行うものとする。 
 

３． 導入体制 

3-1． 第三者機関（合議制機関）の設置 

市場化テストの導入における公正性、中立性、透明性の確保のため、対象業務の市

場化テストの実施に当たっては、合議制の第三者機関を設置する。なお、第三者機関

の設置時期は、公共サービス改革法第十六条第 5 項の定めるところにより入札実施要

項の決定前には設置を行うこととし、以後、市場化テストの実施に関する主たる意思

決定及び評価の実施は当機関の議を経て行うこととする。 
また、第三者機関の組織構成は 3 名～5 名ほどとし、学識経験者や地域行政に明るい

人物を中心に行政側や参入予定の民間事業者と直接利害関係のない第三者から委員の

人選を進める。委員の任期は市場化テストの導入スケジュールと委託契約の期間に合

わせて 1 年から 3 年の間とする。 
 

3-2． 公正性、中立性、透明性の確保 

   市場化テストの実施に当たっては、対象業務の具体的内容、コスト情報、ノウハウ

等の入札参加者にとって重要な情報について積極的に情報公開を行うものとする。ま

た開示されていない情報であっても、入札参加を予定している民間事業者が経営判断

を行うために必要とされる情報については、情報公開条例などにより積極的な対応を

行うこととする。加えて、受託者選考基準をあらかじめ公開するとともに、総合評価

方式による選考過程、選考結果についても可能な限り公開する。 
 

3-3． モニタリング 

モニタリングについては、実施要項において具体的な内容と手法を示すとともに、

契約締結時に双方で確認し、契約書に反映させておく。 



 8

そのうえで、業務の実施期間中、2-3 で設定した KPI についてモニタリングを実施

することによって対象業務の遂行状況を確認し、サービスが適正に行われているかを

チェックする。 
なお、モニタリングの結果、業務の実施体制に改善を要する場合は、受託者に対し

て速やかに是正措置を講じるよう指示を行う。 
 

① モニタリング実施体制・方法 
モニタリング実施コストや効率性を考慮し、契約事項として受託者に 3 ヶ月ごと

のセルフモニタリングに基づく業務実施状況に関する定期報告（窓口利用者アンケ

ート含む）を義務付ける。その内容について第三者機関が評価を行うこととする。 
KPI ごとのモニタリング評価については、行政側の管理担当者による現場確認を

経た後、公平性、中立性、透明性を期すべく第三者機関にて最終的な内容の吟味と

評価判断を行う。 
モニタリングの評価結果は都度 HP 等により公表する。 
 

② 受託者からの業務改善提案の取扱い 
受託者からの業務改善提案（受託者の裁量範囲外の内容）について、随時受け

付ける。この業務改善提案については、行政側の業務見直し・再構築に有効な手

法であるため、管理者は提案について検討を行い、その対応内容については第三

者機関において審議する。審議の結果、有効と認められる提案については、5-2 に

おける受託事業者に対する評価の際に加味する。 
 

 
４． 導入スケジュール 

4-1． 対象業務ごとの導入アプローチ 

  現在の保険年金窓口業務は個人のスキルや経験に負うところが大きく、ノウハウも

含めて業務が属人化した状態にある。そこで、市場化テストの導入にあたっては、ま

ず現行業務の棚卸しを目的とした業務標準化作業を行うものとする。 
 

4-2． マスタースケジュール 

今後の市場化テスト導入に向けたスケジュール案は以下の通りとする。なお、具体

的な日程については関係各部署にて協議の上で決定する。 
 
＜市場化テスト導入予定＞ 
① 初年度～導入体制の整備 

第三者機関の設置（関係者と協議の上、早期設置が望ましい） 
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業務標準化、実施要項（仕様書含む）の策定、受託者の選定を実施 
② 2 年目～窓口業務への市場化テスト導入 

 
５． 契約に関する諸事項 

5-1． 基本方針 

受託者との契約については、公共サービスの安定継続的な運用を行うこと、また民

間事業者にとって参入しやすい環境を確保することを目的として、債務負担行為によ

る長期契約を原則とし、年数は対象業務ごとに各々3 年契約とする。ただし、市場化

テスト本格導入前のパイロット運用期間を設ける場合の契約についてはこの限りでは

ない。 
 

5-2． インセンティブ及びペナルティ 

市場化テストによるサービスの維持向上を達成するためには、信賞必罰による目標

設定と達成時（あるいは未達成時）の対価を明確し、委託者と受託者にて事前に共有

する必要がある。しかし、現状の予算執行上の諸事情から契約途中（年度途中含む）

の契約金の変更は実現が難しい。そこで代案として、契約期間満了時には 2-3 の SLA
に基づいて第三者機関による業務実施後の評価を行い、一定基準以上のサービスレベ

ルが実現されたと判断する場合のインセンティブとして、1 度に限り随意契約による契

約延長を行う方向で検討を行う（この場合、契約は最長 6 年となる）。その際、評価内

容については評価・判定理由も含めて情報公開を徹底し、公正性・中立性・透明性の

確保に努める。また、同様に契約更新時の委託金の引き上げについても考慮すべきで

あり、予算措置面から検討を行うこととする。 
一方で、SLA を達成できなかった場合のペナルティについても上記インセンティブ

と表裏一体でなければならず、契約満了時の次回入札への参加除外や委託金の一部返

還についても併せて検討を行うこととする。 
 

5-3． 契約解除 

  原則として委託者である行政側が正当な理由なく契約を解除することはないが、国

による法令の改正等、責めに帰すべからざる事由によって対象業務を廃止することと

なった場合は、業務廃止日を持って受託者との契約の解除を行うことができるものと

する。その際、契約履行日からの日数に応じた委託料を受託者に支払うものとする。

また、この契約解除によって生じた受託者の損害についての責を負わないものとする。 
  一方、受託者の責めに帰すべき事由（業務不履行、倒産、重大な法令違反、反社会

的行為等）によっては、契約解除を行うことができるものとする。具体的な契約解除

の該当条件や違約金の支払い額については、個々の契約内容に定める。 
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5-4． 対象業務に関する賠償責任 

   実施方針に定めるとおり、市場化テスト導入後も業務の実施主体は行政側であり、

受託者が受託業務の実施によって第三者に損害を与えた場合の賠償責任は、国家賠償

法一条に基づき行政が負うものである。ただし、その際の賠償金額及び賠償に要した

費用については、受託者に求償することができるものと定める。 
 

６． その他規定すべき事項 

① 行政財産の利用 
委託業務の履行のために必要となる行政所有の建物及び物品（業務システム含む）

を受託者に無償で使用させるものとする。 
② 業務成果物の帰属 

業務履行の結果、受託者により作成された成果物（業務マニュアル、業務改善提案

書、各種報告書、その他調査結果等）については行政側に帰属するものとする。 
③ 再委託の禁止 

受託者は受託した業務の再委託を行ってはならないものとする。 
④ 権利譲渡の禁止 

受託者は契約に基づいて生じた権利の全部または一部を第三者に譲渡してはなら

ないものとする。 
 


